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1．はじめに

　2017 年，地方自治法（以下，自治法）が
改正され，2020 年 4 月 1 日以降から，地方
自治体（以下，自治体）においても，株式会
社と同様に内部統制制度が導入されることと
なった。
　法律の施行と同時に，当初から，制度対象
となった都道府県および政令指定都市，ま
た，義務化はされていないものの，いち早く
内部統制制度の導入を決めた自治体の首長に
おいては，内部統制の基本方針を定めるとと
もに，同方針に沿った形での内部統制の整
備・運用が求められることとなった（自治法
150 条 1 項）。
　さらに，制度適用団体の首長においては，
毎年度 1 回以上，内部統制の有効性を評価し

た内部統制評価報告書を作成し議会に提出す
ること，次に，同報告書について監査委員の
審査を受けることが義務付けられている（自
治法 150 条 4 項・5 項・6 項）。
　本稿では，2020 年 4 月から，すでに内部
統制評価報告書の公表が 5 回を終えた実務を
振り返るとともに，内部統制評価報告書と住
民の監視機能をリンケージする趣旨におい
て，内部統制評価報告書を利用した住民監査
請求の有効性の可否について検討を加える。
　なお，本稿では，上記を検討するにあたり，
大川原化工機株式会社（以下，大川原社）の
冤罪事件（以下，大川原社事件）の内容も利
用しつつ，内部統制評価報告書と住民監査請
求の隣接点を探る。

　　（1）現状
　　（2）課題
　4-2．内部統制評価報告書に記載された違法・不当な財務会計行為
5．大川原社事件および住民監査請求
　5-1．大川原社事件報告書（日弁連）
　5-2．大川原社事件に関連した住民監査請求
　　（1）東京都監査委員の対応
　　（2）警視庁の対応
　　（3）本件監査請求から得られる示唆
6．内部統制評価報告書に求められる機能と住民監査請求
7．おわりに

（要旨）
　本稿は，地方自治体における内部統制制度の導入から 5 年以上が経過した現在，内部統制実
務がどのように進んでいるかについて，内部統制評価報告書の公表実務を概観する。また，同
報告書で記載されている内容と住民監査請求の連動が可能かどうかについて検討を加えてい
る。同報告書に記載される内容で，それが違法・不当な財務会計行為に該当しており，さらに
自治体に損害が発生しているようなケースでは，十分に住民監査請求の対象となりうることを
明らかにした。本稿では，上記を明らかにするにあたり，大川原化工機株式会社の冤罪事件を
参考にしながら論を進めた。
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2．内部統制制度の概要

　自治体における内部統制の制度化は，主と
して，国際的な潮流が我が国の法規制に及ぼ
した影響と，我が国のプライベートセクター
の法規制がパブリックセクターの法規制に与
えた影響の 2 つの側面からとらえる必要があ
る。
　以下では，上記の 2 つの側面を概観したう
えで，自治体に求められる内部統制実務の本
質について，そして金融商品取引法（以下，
金商法）の趣旨を多分に受け継いでいると解
釈できる内部統制報告実務について，現状の
課題について検討を加える。

2-1．金商法における内部統制制度
　2002 年 7 月に，米国では，エンロン，ワー
ルドコムの巨額不正会計事件がきっかけとし
て，企業改革法（SOX 法：サーベンス・オ
クスリー法）が制定され，財務報告に係る内
部統制報告制度が導入された。
　我が国においては，2004 年の西武鉄道事
件，2005 年のカネボウ事件など，有価証券
報告書虚偽記載事件を契機として，2006 年
6 月，金融商品取引法（以下，金商法）が成
立，2008 年 4 月 1 日から始まる事業年度か
ら内部統制報告制度が開始された。
　これにより上場会社は，事業年度ごとに，
財務計算に関する書類その他の情報の適正性
を確保するために必要な体制（財務報告に係
る内部統制）の有効性を評価した内部統制報
告書を作成し，有価証券報告書と併せて提出
することが規定された（金商法 24 条の 4 の
4 第 1 項）。
　ここで改めて会社経営における内部統制と
は，経営者が，健全な経営を行っていくうえ
で欠かせない経営ツールといえるため，各社
がそれぞれのやり方にしたがってカスタマイ
ズしながら，経営に生かしているのが実情と

いえるため，本来は法規制に馴染む対象では
ないともいえよう。
　他方，適時に適切な財務報告が求められる
上場会社のディスクロージャー規制の観点か
らは，仕訳からはじまる簿記一巡を含む経理
全般について，さらには法律の求めに応じた
財務情報の開示という視点において，他社と
著しく異なる会計実務が認められる余地は少
ないため（会社ごとの会計方針の相違や原価
計算の複雑性などの各論は除く），財務報告
に係る内部統制の有効性を経営者が評価し，
当該評価結果の開示を義務化すべきとする現
実的なニーズはあったものと解釈できる。
　別視点とはなるが，財務報告に係る内部統
制の有効性を開示する主な趣旨は，SOX 法
で導入された宣誓書と同様に，経営者を規律
づける効果，あるいは財務報告に係る経営者
の責任を明確化する効果のほうがより強かっ
たようにも思われる。
　なぜなら，内部統制報告書は，内部統制が
有効であるか否かについて，経営者が当該有
効性の有無を端的に評価して報告するのみで
あるため，情報としての実質的な有用性はほ
とんどない。
　このことについてさらに付言するなら，
いったん内部統制は有効であると評価してお
いたものの，後年度に不正会計が発覚した際
には，発覚した年度に，過年度の内部統制報
告書の訂正報告書を提出することで，過年度
の記載ミスを訂正するという実務も散見され
る。
　そうなると，そもそも情報量が極めて少な
い内部統制報告書であるという現状におい
て，さらにその中で唯一情報価値を持つ「有
効性の評価」についても，後年度にたやすく
訂正報告書で覆されるという実務であって
は，ディスクロージャー規制という趣旨にお
いても，あまり優れた点を見いだせない規制
内容ということができるかもしれない。
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2-2．会社法における内部統制制度
　1990 年代以降，我が国を代表する上場会
社において企業不正事件が相次いで発生し
た。このことを契機として，経営者には，会
社全体さらには組織の末端に至るまで，的確
にリスクを把握して対応すべき内部統制上の
責任があることが，会社法で規定されること
となった。以下では，法律改正のきっかけと
なったいくつかの事件のうち大和銀行事件，
および神戸製鋼所事件について取り扱う。

（1）大和銀行事件 1）

　1995 年に，大和銀行ニューヨーク支店の
1 行員であった A が，1984 年から 1995 年
までの間，米国財務省証券の無断取引を行い
約 11 億ドルの損失を発生させたうえ，同損
失を隠ぺいするため同支店が保管する米国財
務省証券を無断売却し大和銀行に約 11 億ド
ルの損害を与えたことが発覚した。
　本件は，当時の代表取締役およびニュー
ヨーク支店長の地位にあった取締役につい
て，A の不正行為を防止し，損失の拡大を最
小限にとどめる「内部統制システム」を構築
すべき義務があったのにそれを怠った，また
その他取締役及び監査役は代表取締役らが内
部統制システムを構築しているかを監視する
善管注意義務があったのにこれを怠ったとし
て，役員らに対して損害金 11 億ドルを同行
に賠償するよう求めた株主代表訴訟である。
　争点の一つが，被告役員らに内部統制シス
テムの構築に関して任務懈怠行為の有無が
あったか否かである。大阪地裁は，以下のと
おり取締役会に対する内部統制構築義務を判
示した（以下，判決文からの抜粋）。
・�「…健全な会社経営を行うためには，目的

とする事業の種類，性質等に応じて生じる
各種のリスク…を正確に把握し，適切に制
御すること，すなわちリスク管理が欠かせ
ず，会社が営む事業の規模，特性等に応じ
たリスク管理体制（いわゆる内部統制シス

テム）を整備することを要する。…そして，
重要な業務執行については，取締役会が決
定することを要するから，会社経営の根幹
に係わるリスク管理体制の大綱について
は，取締役会で決定することを要し，業務
執行を担当する代表取締役及び業務担当取
締役は，大綱を踏まえ，担当する部門にお
けるリスク管理体制を具体的に決定するべ
き職務を負う」

　上記のとおり，健全な会社経営のためには
適正な内部統制システムが必要であり，経営
者においては，内部統制の基本方針を定める
とともに同方針に沿う形で，具体的な内部統
制を整備すべきであったとする趣旨を示して
いる。
　大阪地裁は，主として上記した内容を判示
するとともに，原告の訴えのうち，事件当時
のニューヨーク支店長であった取締役につい
て 5 億 3000 万ドル，他役員ら 11 人に対して
総額 7 億 7500 万ドルの損害賠償を認容した

（その後，現・元経営者らは総額 2 億 5000 万
円を大和銀行に支払うことで和解）。

（2）神戸製鋼所事件 2）

　本件は，総会屋対策として，裏金が捻出さ
れ，総会屋に対して利益供与が行われた事件
である。神戸製鋼所では，長年にわたり，特
定の取締役を中心に総会屋対策を行ってお
り，スクラップの簿外売却の方法で裏金を捻
出し，総会屋への利益供与が行われていた。
　本件は和解により事件は終結したが，和解
にあたり裁判所より所見が出されている。以
下は，所見の中でも，とりわけ内部統制の必
要性等について繰り返し言及した箇所となる。
・�「神戸製鋼のような大企業の場合，職務の

分担が進んでいるため，他の取締役や従業
員全員の動静を正確に把握することは事実
上不可能であるから，取締役は，商法上固
く禁じられている利益供与のごとき違法行
為はもとより大会社における厳格な企業会
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計原則をないがしろにする裏金捻出行為等
が社内で行われないよう内部統制システム
を構築すべき法律上の義務があるというべ
きである」

・�「企業会計に関する規定は，会社において
は，企業の関係者の利害を保護するための
重要な規定であり，とりわけ大会社には会
計監査人の監査が義務付けられているなど
厳格な規制が整備されていることから，こ
れに反する会計処理は許されるものではな
い。裏金捻出は，かかる企業会計に反する
ことはもちろんのこと，さらに利益供与等
の犯罪の原資になりやすいことからして
も，これを特に厳しく防止する必要があり，
内部統制システムの構築にあたってはこの
点も十分に配慮すべきである。そうである
とすれば，企業のトップとしての地位にあ
りながら，内部統制システムの構築等を行
わないで放置してきた代表取締役が，社内
においてなされた違法行為について，これ
を知らなかったという弁明をするだけでそ
の責任を免れることができるとするのは相
当ではない。…利益供与及び裏金捻出に直
接には関与しなかった取締役であったとし
ても，違法行為を防止する実効性ある内部
統制システムの構築およびそれを通じての
社内監視等を十分尽くしていなかったとし
て，関与取締役や関与従業員に対する監視
義務違反が認められる可能性もあり得る」

・�「この点につき，被告らは，神戸製鋼所に
おいても一定の内部統制が構築されていた
旨を主張する。しかし総会屋に対する利益
供与や裏金捻出が長期間にわたって継続さ
れ，相当数の取締役及び従業員がこれに関
与してきたことからすると，それらシステ
ムは十分に機能していなかったものと言わ
ざるを得ず，今後の証拠調べの結果におい
ては利益供与及び裏金捻出には直接関与し
なかった取締役であったとしても，違法行
為を防止する実効性のある内部統制システ

ムの構築及びそれを通じての社内監査等を
十分に尽くしていなかったとして，関与取
締役は関与従業員に対する監視義務違反が
認められる可能性もあり得るものである」

2-3．�株式会社の内部統制制度から自治体
内部統制への示唆

　2005 年に商法が改正されて，大会社にお
いて，取締役会に内部統制の構築義務が求め
られることとなった（会社法 362 条 4 項 6
号）。前記した，大和銀行事件，神戸製鋼所
事件は，内部統制の必要性について，特に「内
部統制」という用語を明示しつつ判決を下し
ているという点で，法律改正に多大な影響を
与えた裁判例といえる 3）。
　本稿との関係では，組織における内部統制
の構築義務が経営トップにあることもさるこ
とながら，とりわけ，神戸製鋼所事件の判決
文内で示されている「被告らは，神戸製鋼所
においても一定の内部統制が構築されていた
旨を主張する。…それらシステムは十分に機
能していなかったものと言わざるを得ず」と
する箇所に注目できる。
　換言するなら，一旦整備した内部統制で
あっても，もしも機能していないならば画餅
に帰すものとなるため，結果として有効な内
部統制が整備されていたとはみなされない。
内部統制は人間が運用しているため，常に変
化する可能性がある。その場合，組織内の内
部統制は，当該有効性の有無を常時モニタリ
ングしブラッシュアップし続ける必要がある。
　翻って，自治体の内部統制も同様と考える
ことができる。とりわけ，2020 年 4 月 1 日
以降から導入された内部統制制度に対して，
制度対応としての内部統制実務には，各自治
体も一通り慣れてきた局面にあると推察でき
る。すなわち，自治法が求める内部統制につ
いては，およそこれくらいの対応をしておけ
ば大丈夫だろう，という具合に実務に対する
慣れは十分に浸透してきているようである。
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　他方，内部統制はそもそも自治法に対応す
ることが目的ではなく，住民主権を標榜する
自治法の趣旨に照らすなら，住民に役立つ内
容であることが強く求められる。そうである
ならば単なる制度対応では足りないはずであ
り，実質的に実のある内部統制実務に進化し
ていく必要があろう。内部統制制度が導入さ
れてから，ちょうど 5 回目の内部統制評価報
告書の公表を終えたこのタイミングで，内部
統制の棚卸しが必要であり，自治体の内部統
制をさらに実のあるものへとブラッシュアッ
プすべき時期にあると考える。
　次に，金商法における内部統制報告制度も
取り入れた自治法の内部統制制度であるが，
果たして，金商法の実務をそのまま真似るべ
きかというとそうはならない。次章以降で触
れるが，そもそも自治体で内部統制制度を導
入する以前の総務省内の研究会では，内部統
制の目的について「内部統制の状況」が住民
などに明らかになる必要性を強調している。
　繰り返しとなるが，金商法が規定する，経
営者が作成する内部統制報告書は，極めてシ
ンプルに，財務報告に係る内部統制の有効性
を評価し，当該有効性の有無を開示するだけ
の実務であるため，詳細に内部統制の状況を
報告するたてつけにはなっていない。それど
ころか，過年度の内部統制の重要な不備 4）が，
何年か後で発覚するようなケースでは，訂正
報告書を提出することで評価を修正するとい
う，決して参考とすべきでない実務も散見さ
れる。
　自治体の内部統制実務は，多分に株式会社
の内部統制実務の影響を受けてここまで進ん
できたわけだが，参考にすべき部分と，参考
にすべきでない実務があることも的確に区分
けして，当該利用の可否を判断すべき局面に
あるといえよう。

3．自治体における内部統制制度導入の経緯

　自治体における内部統制制度の導入も，株
式会社のそれと同様で，不祥事が契機となっ
ている。とりわけ，自治体の不適正経理等の
事案に関しては，例えば，2000 年以降を概
観しても，カラ出張，架空経費の請求，官官
接待による食糧費の不正支給，地方議員の政
務活動費の不正請求など全国各地で不適正経
理事案は発生している 5）。
　そのような中，2006 年から 2007 年にか
けて，一部の府県において，長年にわたり不
適正な経理処理による資金のねん出が行われ
ていた事態が明らかとなった。これにより，
公金を扱う自治体の会計経理に関して社会的
な関心が高まり，2007 年 6 月に参議院決算
委員会が行った「平成 17 年度決算審査措置
要求決議」6）において，自治体の裏金問題に
ついて，監査が十分に機能していないことな
どが背景にあるとして，政府は，自治体の監
査に対して積極的に指導を行うべきであるな
どが指摘されるに至った。
　上記の提言を受ける形で，2010 年 12 月に，
会計検査院が公表したのが，「都道府県及び
政令指定都市における国庫補助事業に係る事
務費等の不適正な経理処理等の事態，発生の
背景及び再発防止策について」（以下，2010
会計検査院報告）である。
　2010 会計検査院報告が契機となり，その
後，総務省の検討会，地方制度調査会答申，
自治法改正とつながっていくこととなるた
め，以下では，自治体の内部統制制度に一体
何が求められているのかについて，2010 会
計検査院報告を皮切りに検討を加える。

3-1．2010 会計検査院報告
（1）背景

　2010 会計検査院報告の冒頭で示す本報告
書の背景は以下の通りである 7）。
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・�「これらの不適正な経理処理による資金の
ねん出等の事態は，一義的には地方公共団
体自身の経理の問題であるが，不適正な経
理処理の対象となった公金の中に，国庫補
助金が含まれていれば，会計検査院として
もその状況を確認して，必要に応じて是正
させる必要がある」

・�「会計検査院は，19年次に行った検査の結
果等を踏まえて，都道府県（全 47都道府
県）及び財政規模等が県等に匹敵する政令
指定都市（全 18政令指定都市）8）を対象と
して，これらの都道府県及び政令市におけ
る国庫補助事業に係る事務費等の経理の状
況について，20年次から 22年次までの 3
か年にわたり，会計実地検査を行った。そ
の結果，すべての都道府県市において，不
適正な経理処理により需用費が支払われた
事態又は補助の対象とならない用途に需用
費，賃金若しくは旅費が支払われた事態が
見受けられた」

　たしかに会計検査院の指摘の通り，本来，
自治体内で不適正な経理処理があった場合に
は，もちろんケースにもよるが，最初から国
の機関が対処することは少ないはずであり，
一義的には，地方自治の趣旨に則り自治体内
で適切な対応がなされるべきであろう。
　他方で，本件のように，国が資金提供を行
う国庫補助事業に関する不適正な経理処理事
案については，国の機関である会計検査院等
の適切な対応が求められることになる。
　ところで，本件では，結果として調査した
全 65 都道府県市で不適正な経理処理が発覚
している。そうなると，仮に会計検査院の検
査がなかったならば結果はどうであったの
か，場合によっては，自治体内で都合よく処
理されることで，問題が明らかにされること
もなく，うやむやに終わってしまう可能性も
あったのではないかとの合理的な疑念も生じ
ることとなる。
　上記の合理的な疑念を示唆する別調査とし

て，同じく，2010 年に日本公認会計士協会
が公表した「非営利組織の不正調査に関する
公表事例の分析」9）（以下，2010 非営利組織
の不正調査分析）が参考になる。
　2010 非営利組織の不正調査分析の冒頭で
は，「近年，国庫補助金に対する地方公共団
体の不適切な事務処理や公的研究費に対する
大学教授らの不適切な事務処理の問題が相次
いでいる」としており，まさに，2010 会計
検査院報告で取り扱う内容が一つのきっかけ
となり，本件不正調査分析が実施された旨が
示されている。
　ところで，2010 非営利組織の不正調査分
析では，「不正」「調査」などといった用語を
キーワードに，インターネットで無作為に検
索し，行政組織から 10 団体，特殊法人及び
公益法人等から 10 団体，教育研究機関から
10 団体の計 30 団体を選定している。
　注目すべきは不正発覚の発端である。ここ
では，不正発覚の区分として，「分析対象団
体 30 団体の不正発覚に関して分析した結果，
不正発覚の発端は以下のような 7 つに類型化
することができる」として，①会計検査院や
議会等からの指摘，②マスコミ報道を受けて
の調査，③外部からの通報，④内部監査等に
よる発見，⑤後任人事に伴う調査，⑥日常取
引からの発見，⑦内部からの通報や自主申
告，をあげている。
　次に，実際に分析対象団体の不正発覚の発
端を集計してみると 11 団体はその経緯を公
表しておらず，公表している 19 団体のうち
8 団体は会計検査院など外部調査が発端で
あったとしている。また，「内部監査，後任
人事，日常取引が発端であった事例は，それ
ぞれ 1 団体に過ぎない」と指摘している。
　すなわち，非営利組織は，会計検査院など，
外部からの指摘やチェックが働かない限り，
自浄作用が働きにくい組織である可能性が指
摘できる。本稿の趣旨に戻すなら，適正な内
部統制が欠如している状態にあったというこ

+紺野卓様（校了）.indd   7+紺野卓様（校了）.indd   7 2026/09/16   11:11:012026/09/16   11:11:01



内部統制評価報告書に記載された違法・不当な財務会計行為に関する住民監査請求の検討

― 8 ―『商学集志』第 96 巻第 2 号（’26.9）

とができるのかもしれない。

（2）所見
　最後の「所見」で示す内容は，その後，
2017 年に自治法で内部統制制度が導入され
るにあたっての，まさに端緒といえるため，
重要な示唆が得られる箇所を抜粋して掲記す
る。
・�「20年次から 22年次の 3か年にわたり，

65都道府県市における農林水産省及び国
土交通省所管の国庫補助事務費等の経理に
ついて検査した結果，65都道府県市すべ
てにおいて，虚偽の内容の関係書類を作成
するなど不適正な経理処理により需用費を
支払ったり，補助事業の目的外の用途に需
用費，賃金又は旅費を支払ったりしている
事態が見受けられた。…そして，これらの
中には，千葉県のように，預け金の手法に
より業者に預けた需用費の一部を現金で返
金させるなどして，これを別途に経理して
業務の目的外の用途に使用するなど公金を
不正に使用していた事態があったほか，一
部の政令市では，差替えの手法により物品
担当職員が業者に指示して契約した物品と
は異なるパーソナルコンピュータを納入さ
せ，これを転売してその代金を領得するな
ど刑事事件に発展した事態もあった。上記
のように，このような不適正な経理処理の
慣行は，公金の不正使用や職員による公金
横領等刑事事件につながるおそれがあり，
ひいては公金の使用に対する国民の信頼を
著しく失墜させる極めて遺憾な事態となっ
ている」

　上記の指摘事項を概観するに，2010 会計
検査院報告で取り扱うのは，国庫補助事業に
かかる不適正な経理処理事案と表現されてい
るが，実際には，刑事事件に発展するような
事案も含まれていたことが明らかにされてい
る。
　例えば，株式会社において，従業員による

現金の横領があった場合には，もちろんさま
ざまなステークホルダーが損失ないし影響を
被る可能性はあるものの，一般の国民が損失
を被るということまでの影響は想定しにくい。
　他方で，税金で運営されている自治体行政
に関して，例えば，自治体内で刑事事件にも
なりうるような公金横領があった場合には，
きわめて広く薄くまた僅少ではあるものの，
すべての国民が損失を被ったとも観念できる
であろう。これは何も自治体だけに限らない
が，税金で運営されている組織の運営につい
ては，多くの国民が関心を持っていると考え
るべきであろう。その場合には，まさに内部
統制の重要性の認識が自ずと芽生えることと
なる。
　次に，「所見」における内部統制の重要性
の指摘について概観する。
・�「65都道府県市において，今回の国庫補助

事務費等の不適正な経理処理等の再発を防
止するため，職員に対する基本的な会計法
令等の遵守に関する研修指導の徹底，契約
及び検収事務の厳格化，予算の計画的な執
行の励行，会計事務手続における職務の分
担による相互けん制機能の強化等を推進す
るとともにその執行状況を適切に把握する
ことが重要である。会計監査については，
物品の納入業者の協力を得て，聞き取りを
行ったり，帳簿を取り寄せて納入物品，納
入日付等の突き合わせを行ったりするなど
の手法を採り入れた監査の実施を検討する
ことが望まれる。また，内部監査，監査委
員監査，外部監査が連携を図り，会計機関
における内部統制が十分機能しているかに
ついて継続的に監視評価を行うとともに，
不適正な経理処理に係る再発防止策が有効
に機能しているかなどについても検証を行
うなどし，もって会計監査の強化・充実を
図ることが望まれる」

　上記の通り，所見の最後では，「内部監査，
監査委員監査，外部監査が連携を図り，会計
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機関における内部統制が十分機能しているか
について継続的に監視評価を行う」ことの重
要性を指摘している。ここで言及する，内部
監査，監査委員監査，外部監査は，仮にこれ
を上場会社に置き換えるなら，経営者を支援
する機能としての内部監査機能，また，取締
役の違法行為等を監視する監査役監査，そし
て会計専門職による監査人監査とパラレルに
比較的できる概念であり，まさに株式会社な
いし上場会社における各監査機能，さらに全
体としての適正な内部統制を志向する考えの
一端がうかがえる。

3-2．�地方公共団体における内部統制制度
の導入に関する報告書（2014 年）

（1）概要
　2013 年，総務省に「地方公共団体におけ
る内部統制の整備・運用に関する検討会」が
設置され，同年 7 月 16 日に第 1 回検討会が
実施され，その後，2014 年 2 月 21 日まで合
計 7 回の検討会が実施され，自治体における
内部統制の導入の可否に関する議論がなされ
た。ここで取り纏められた内容は，地方公共
団体における内部統制制度の導入に関する報
告書（以下，2014 内部統制の導入に関する
報告書）として，2014 年 3 月に公表されて
いる 10）。
　同報告書は，その 2 か月後，2014 年 5 月
から開始された第 31 次地方制度調査会の議
論のベースになっていることもあり，非常に
有用な資料といえる。
　ところで，2014 内部統制の導入に関する
報告書では，将来，内部統制制度が導入され
た際に，自治体が作成する内部統制に関する
報告書名を，「内部統制状況評価報告書」と
いう用語で示している。現在，自治法が定め
ている「内部統制評価報告書」ではなく，「内
部統制状況評価報告書」という報告書名で記
載している。
　これは，単なる文言の微妙な違いという類

のことではなく，実は大きな意味を有してい
る。すなわち，内部統制を導入する以前の検
討段階においては，内部統制の「状況」を報
告すべきとする趣旨において，「内部統制状
況評価報告書」という用語を使用していたよ
うである。このことは，次節において，2014
内部統制の導入に関する報告書の中身を検討
していくことで，検討会の真意を理解するこ
とができる。
　そうなると，前記したような，例えば，金
商法所定の財務報告に係る内部統制制度のよ
うに，経営者が内部統制の有効性の有無を評
価して，その評価結果だけをそのまま内部統
制報告書に記載するという実務ではなく，自
治体の内部統制の「状況」を報告するという
趣旨において，制度設計がなされていた証左
が確認できる。

（2）会社法および金商法の影響
　内部統制の存在しない組織はないといって
よいであろう。もちろんその適正性の良否は
様々であろうが，1 人で事業運営していたも
のが，当該組織に 2 人，3 人とほかの人間が
加わり，徐々にやるべきことが増えていけ
ば，役割分担や職務分掌が生まれるであろう
し，事業の進め方の様々なことがルール化さ
れ，また文書化され，組織の中で共通の理解
として浸透していくことになる。
　上記のような手順で徐々に組織内の業務の
有効性や効率性が，相当程度にレベルアップ
していった結果として，適正な内部統制が構
築できる可能性は高まるものと考える。様々
な事業組織の中でも，とりわけ株式会社は，
その目的が比較的シンプルであり，一義的に
は，利益を上げつつ継続し続けることにあ
る。この目的を実現するためには，しっかり
とした内部統制の仕組みは不可欠であること
は自明といえよう。
　他方で，株式会社が大規模化するとステー
クホルダーの範囲も広がるため，利益を上げ
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つつ継続していくためには，環境や社会への
配慮や，最近でいえば人権への配慮など，必
要とされる内部統制の対象範囲も広がること
となる。
　冒頭でも述べたように，本来，内部統制は
経営ツールであるため法制化に馴染む種類の
ものとは言い切れない。しかしながら，大型
の企業不正などが多発したことなどが背景と
なり，株主利益の最大化を主目的としつつ
も，他方では，社会に対して健全かつ透明性
をもった強靭な組織を証明すべく，あたかも
外圧としての内部統制制度は必要であったも
のと解釈できる。
　換言するなら，単に利益を上げるツールと
しての内部統制から，外から見ても，健全か
つ透明性をもった強靭な組織になることが促
進されるように，法規制が進められてきたと
いうことができよう。
　株式会社は「社会的公器」とも称されるた
め，利益をあげる以外は好き放題にやるとい
う姿勢はそもそも許されないわけであり，
2000 年代以降，国際的な法規制の潮流や社
会的な動向なども加わり，株式会社におい
て，内部統制制度が導入されたことは，必然
であり理に適ったものであったといえよう。
　ここで改めて，株式会社の内部統制制度
は，その後，自治体の基本法である自治法や，
あるいはその他法律に準拠して設立される法
人に対しても，広く影響を与えることになっ
たため，内部統制規制のベンチマークという
ことができる。
　先行するベンチマークである株式会社の内
部統制について，2014 内部統制の導入に関
する報告書における「企業における内部統制
の取組みの進展」の箇所では，以下のような
記述がみられる。
・�「地方公共団体が事務を適正に処理するた

めの体制を整備する上で参考となるのが，
大企業において，経営者が業務の適正さを
確保するためのツールとして整備している

内部統制の取組みである。大企業において
は，会社法等による内部統制制度の導入当
初は混乱があったが，近年においては，内
部統制体制の整備等が定着している。地方
公共団体と企業では組織の目的が異なるた
め，一概に比較はできないが，適正な事務
の処理が求められる地方公共団体について
も，大企業と同様に，内部統制の取組みが
一層進展することが期待されるところであ
る」11）

　他方で，あまり多くを期待しすぎることも
できないとする以下の記述も見られる。
・�「一方，当初から内部統制に過大な期待を

持つことは，企業に導入した際に見られた
混乱や，費用対効果を無視した過度な内部
統制体制の整備につながる懸念もある。こ
れらの期待と懸念を踏まえると，地方公共
団体における内部統制の取組みは，その内
容が一部のリスクへの対応から始まって
徐々に深まっていき，かつ，その範囲が一
部の地方公共団体から徐々に拡がるような
段階的な発展が望ましい。そこで，今回の
内部統制制度については，地方公共団体が
内部統制を「小さく産んで大きく育てる」
ことができるよう設計されるべきである」

　上記の指摘は極めて妥当といえよう。営利
企業である株式会社の内部統制実務について
取り入れるべきところは取り入れる，他方
で，参考にならない実務であるならば取り入
れないという姿勢である。また，上記で指摘
するように「小さく産んで大きく育てる」と
いうタイミングはいつなのかも検討の余地が
ある。
　2020 年 4 月 1 日以降，5 年以上が経過し，
すでに内部統制制度の適用団体においては，
ちょうど 5 回目にあたる 2024 年度の内部統
制評価報告書の公表が，2025 年中に終了し
ている。まさに，内部統制実務が浸透した今
だからこそ，内部統制を大きく育てるタイミ
ングにあるということもできよう。
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（3）自治体に求められる内部統制
　自治体の目的は，自治法 1 条の 2 で規定
する通り「住民の福祉の増進を図ること」に
あるため，この点で，営利企業の目的とは，
スタートから異なっている。
　他方で，法人の目的は異なるものの，それ
ぞれが組織として備えるべき内部統制は相当
程度共通しているともいえる。内部統制の目
的は，大きく，業務の効率性および有効性，
コンプライアンス，財務報告の信頼性，財産
の保全で示されることが多いが，これも共通
しているといってよいであろう。
　しかしながら，自治体と株式会社を比較す
るなら，上記の目的のうち，強調すべきポイ
ントは明らかに異なっている。地方公共団体
は租税からなる公金で運営されていることも
あり，上記内部統制の目的の中でも「資産の
保全」，あるいは「財産の保全」がより一層
強調されるべきであり，またそのような法解
釈は十分可能である（信託概念から導かれ
る）12）。もちろんそのためには，事務の運営
がムダなく効率的であること，また，法令が
順守できていることも当然に求められること
になる。さらに，上記した適切な事務の執行
が，信頼性を有する財務報告という形で公表
されることになれば，住民の様々な意思決定
にも資することとなろう。この点で，4 つの
目的のすべてが重要性を持つことは従来の解
釈と変わるものではない。
　ここで，改めて 2014 内部統制の導入に関
する報告書に戻すなら，以下が内部統制制度
の導入にあたり検討されていた極めて重要な
方向性である。
・�「…内部統制の対象とするリスクは，内部

統制の取組の段階的な発展を促す観点も考
慮して，地方公共団体が最低限評価すべき
重要なリスクであり，内部統制の取組の発
展のきっかけとなるものをまず設定すべき
である。具体的には，財務に関する事務の
執行におけるリスクは，影響度が大きく発

生頻度も高いこと，地方公共団体の事務の
多くは予算に基づくものであり明確かつ網
羅的に捕捉できること，民間企業の内部統
制を参考にしながら進めることができるこ
と等から，当該リスクを最低限評価するリ
スクとすべきである」

・�「首長は，…議会に報告した内部統制状況
評価報告書を公表すべきである。このこと
によって，住民を含め，外部の目にさらす
ことになり，内部統制の実効性や有効性を
高め，ひいては，地方公共団体の事務の処
理を付託した住民に対する説明責任にもつ
ながるものと考えられる」

　上記で注目できるのは，まずは「財務の事
務」から手始めに制度化を図るべきとする点
である。これは上場会社が準拠する金商法所
定の内部統制を意識したものと推測できる。
たしかに「財務の事務」から始めることは，

「民間企業の内部統制を参考としながら進め
ることができる等から」との指摘は妥当と思
われる。
　しかしながら，次章以降で検討を加える
が，財務の事務の有効性の評価のみを簡単に
記載するという，まさに金商法での内部統制
報告書によく似た実務が広がっていることは
憂慮すべきことと思われる。
　繰り返しとなるが，財務の事務からスター
トすることは妥当だが，小さく産んで大きく
育てていくためにも，また，昨今は情報セ
キュリティの問題や外国人との共生問題な
ど，自治体が抱える問題は多岐にわたってい
ることも勘案するに，評価対象事務は，財務
の事務を超えて，徐々に行政事務の全般に広
げていくべきであろう。
　また，内部統制の「状況」を「住民を含め，
外部の目にさらす」という趣旨において，財
務の事務のみの有効性を評価し，その結果
を，「有効であると評価した」，「一部有効で
ないと判断した」などと画一的に報告するだ
けでは，住民への説明責任という観点でも極
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めて不十分といえる。自治体に求められる内
部統制とはどのようなものか，今一度，法制
度導入に至る前段階の趣旨に立ち返ってブ
ラッシュアップすべき局面にあるといえよう。
　上記に関連して，次に付け加えるべきは，
自治法改正について，もっとも影響を持つ地
方制度調査会の存在である。
　2014 内部統制の導入に関する報告書が，
2014 年 3 月に公表されたが，同報告書を受
けて，2014 年 5 月 15 日，第 31 次地方制度
調査会が発足した。その後，約 2 年間の審議
を経て，2016 年 3 月 16 日，地方制度調査会
畔柳信雄会長より「人口減少社会に的確に対
応する地方行政体制及びガバナンスのあり方
に関する答申」13）が，安倍晋三首相（当時）
に手交された。ここでは，内部統制について
以下の記述がみられる。
・�「地方公共団体についても，内部統制を制

度化し，その取組を進めることにより，①
マネジメントの強化，②事務の適正性の確
保が促されること，③監査委員の監査の重
点化・質の強化・実効性の確保の促進，④
議会や住民による監視のための必要な判断
材料の提供等の意義が考えられる」

・�「内部統制の対象とするリスクは，内部統
制の取組の段階的な発展を促す観点も考慮
して，地方公共団体が最低限評価すべき重
要なリスクであり，内部統制の取組の発展
のきっかけとなるものをまず設定すべきで
ある。具体的には，財務に関する事務の執
行におけるリスクは，影響度が大きく発生
頻度も高いこと，地方公共団体の事務の多
くは予算に基づくものであり明確かつ網羅
的に捕捉できること，民間企業の内部統制
を参考にしながら進めることができること
等から，当該リスクを最低限評価するリス
クとすべきである。財務に関する事務の執
行に伴うリスク以外のリスク（例えば，情
報の管理に関するリスク）についても地方
公共団体の判断により内部統制の対象とす

ることが考えられる。最低限評価するリス
クの設定については，地方公共団体が置か
れている環境の変化や，内部統制体制の整
備及び運用状況を踏まえて，随時，見直し
を行うべきである」

・�「また，内部統制体制について不断の見直
しを行う観点から，長は，その運用状況を
自ら評価し，その評価内容について監査委
員の監査を受ける必要がある。加えて，長
は，その評価内容と監査結果を議会に報告
するとともに，それらを公表して住民への
説明責任を果たす必要がある」

　2014 内部統制の導入に関する報告書およ
び第 31 次地方制度調査会答申を概観するに，
そこに通底する考え方の骨子を本稿との関係
で整理するなら，自治体の内部統制に強く求
められるポイントは，第 1 に，財務の事務を
皮切りに徐々に内部統制の対象範囲を拡大さ
せていくべきこと，第 2 に，自治体の主権者
である住民に対する説明責任を一層強化すべ
きことにあると考える。

4．�内部統制評価報告書の現状と課題および
違法・不当な財務会計行為

4-1．内部統制評価報告書の現状と課題
（1）現状

　2020 年 4 月以降，内部統制制度を取り入
れている自治体においては，毎年度，首長が
作成する内部統制評価報告書，および監査委
員が同報告書を審査した結果として，審査意
見書が公表されている。
　筆者は，一般社団法人日本内部監査協会の
協力を得て，これまでに全 5 回に渡って公表
されてきた各自治体の内部統制評価報告書に
ついて，とりわけその情報量はどの程度か，
また，評価対象は財務の事務だけなのか等に
ついて評価を行った。また評価結果は，同協
会の機関誌に掲載された 14）。
　主に，上記で得られた研究成果から以下の
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ような内容が明らかとなっている。
a �．財務の事務のみを評価対象とする自治体

の内部統制評価報告書は情報量が少ない。
b �．政令指定都市の方が都道府県よりも内部

統制評価報告書の情報量が多い。
c �．さらに，努力義務団体である市町村の方

が，都道府県および政令指定都市よりも情
報量が多い。

　上記で示した内容は，普遍的に必ずそうで
あるということでは決してないものの，概し
て，このような状況は明らかな傾向として見
られる。例えば，都道府県の内部統制評価報
告書において，もっとも典型的にみられる記
載方法は，以下のような表示である。

・�「202×年 3月 31日において，財務の事務
に関する内部統制の有効性の評価を行った
結果，内部統制は有効であると判断した」

　このようなわずか数行の評価結果を示すの
みで，他には何ら言及しない。あたかも 1 年
間の事業年度中に何の問題も発生しなかった
ようにも錯覚してしまう。このような公表実
務であっては，住民の監視機能に資するよう
な報告書とはいえず，実質的に，情報の有用
性はないといえよう。
　このような A4 で 1 枚程度，それどころか，
1 頁に数行程度の記載であるならば実質的な
効果は望めない。これと対応して，監査委員
の審査についても同様である。

・�「首長による内部統制の評価実施方法，評
価手続きについて審査を実施した結果，首
長による評価は適正と判断した」

　これは単なるオピニオンレポートであるた
め，より情報量の多いインフォメーションレ
ポートへと発展していくべきと考える。
　他方で，自治体によっては，充実した情報
量がみられる実務も存在している。繰り返し
となるが，政令指定都市の方が，都道府県よ

りも総じて内部統制評価報告書の情報量は多
いようである。
　これはあくまでも仮定の域を出ないが，住
民と直接接触する機会の多い基礎自治体の方
が，内部統制に係るさまざまなリスクに敏感
である可能性は高いと思われる。
　またそれ以上に，当初，制度適用されてい
ない努力義務団体において，すなわち内部統
制制度の適用を急ぐ必要のない自治体である
のにも関わらず，わざわざ導入を決めた自治
体においては，さらに内部統制評価報告書の
情報量が多く充実している。
　改めて，大規模自治体である都道府県およ
び政令指定都市においては，2020 年 4 月以
降，否応なしに内部統制制度が適用されるこ
ととなったため，まずは他自治体の動向も確
認しつつ，突然やってきた制度に対応するた
めの内部統制実務が実施されてきたものと推
察する。その場合には，わざわざ余計なこと
はしない，制度に対応するためだけの内部統
制実務であればそれで十分というムードが，
大規模自治体の中の，少なくない数の自治体
で暗黙の合意形成がされてきた可能性は高い
と思われる。
　上記のような解釈が支配的になる自治体に
おいては，簡易な内部統制評価報告書，ある
いは審査意見書を公表するという実務に落ち
着く可能性は高まると考える。
　翻って，努力義務団体においては，制度適
用をする必要がないのにもかかわらず，わざ
わざ積極的に制度導入を決定したという限り
においても，首長の強い意志の存在は不可欠
であったことが予想できる。わざわざ自ら進
んで制度導入を決めたのにも関わらず，上記
のような簡易な内部統制評価報告書，あるい
は審査意見書を公表するというのであって
は，あまりにも無意味でありわざわざ制度を
導入する意義が失われると考えているのかも
しれない。
　結果として，努力義務団体であるが早々に
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制度適用を決めた自治体の内部統制評価報告
書，そして審査意見書は，現状において，量
の面からも質の面からも非常に充実した内容
になっていると評価できる。

（2）課題
　内部統制を報告するという実務について
は，先行する金商法の内部統制実務が，自治
体の内部統制制度に多大な影響を与えたこと
は言うまでもない。
　2014 内部統制の導入に関する報告書でも
指摘しているように，たしかに，金商法所定
の内部統制報告制度においては，財務報告に
係る内部統制の有効性を経営者が評価して開
示するという実務について，制度導入当初，
少なからず混乱があったことは事実であった
といえよう。
　何よりも，すでに財務諸表等を通じて，利
益や売上の増減等は開示しており，結果とし
て，例えば黒字であった，あるいは赤字で
あったいう事実も開示することになる。その
ような中で，当社には内部統制に重要な不備

（当時は，重要な欠陥）があるという開示が，
本当にできるのかという声は大きかったよう
に思われる。つまり，当社は今年，赤字であ
るという開示は（財務諸表上の数字を通じた
開示のこと），従前から，普通に存在してい
る実務であるが，当社には内部統制の重要な
不備がある，すなわち，当社にはこのような
問題があるとする開示が上場会社に本当にで
きるのかという経済社会からの戸惑いの声
が，当時広がっていたことは疑いようのない
事実である。
　このような戸惑いの声に対して，金融庁
は，2008 年 3 月，金商法内部統制制度：11
の誤解（以下，内部統制 11 の誤解）15）を公
表した。その中で，本稿との関係では，以下
の説明箇所に注目したい。

・�（誤解）：内部統制報告書の評価結果に問題

がある場合，上場廃止になったり，罰則の
対象となる。

・�（実際）：内部統制に問題（重要な欠陥）が
あっても，それだけでは，上場廃止や金融
商品取引法違反（罰則）の対象にはならな
い。

・（具体例）：
「重要な欠陥」は上場廃止事由とはならな
い（東証・上場制度総合整備プログラム
2007）。「重要な欠陥」があっても，それだ
けでは，金融商品取引法違反とはならず，
罰則の対象にもならない（罰則の対象とな
るのは，内部統制報告書の重要な事項につ
いて虚偽の記載をした場合：金融商品取引
法 197条の 2）。

　金商法の趣旨としては，内部統制に問題が
あることが罰則の対象になるのではない，そ
うではなく，罰則の対象となるのは「内部統
制報告書の重要な事項について虚偽の記載を
した場合」であるとしている点がポイントと
なろう。
　たしかに金商法はディスクロージャー規制
であることからも，内部統制に問題があるこ
とが問題視されるのではなく，開示内容に虚
偽記載があることこそが罰則の対象になると
している。
　上記をさらに敷衍するなら，開示内容に虚
偽記載があることが問題であるとすることと
同様に，開示すべき内容を開示しないことも
問題とされるべきであろう。
　ここで改めて，自治体の内部統制実務の課
題としてすでに指摘した内容が，内部統制
11 の誤解で指摘する上記内容と大きく重
なってくることになる。
　前記した通り，自治体の内部統制実務を概
観するに，内部統制評価報告書で報告される
内容について大きなバラツキがあることが明
らかになっている。
　「内部統制は有効であると判断した」，ある
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いは「一部有効でないものの，それ以外は有
効であると判断した」など，有効性の評価の
みを記載する内部統制評価報告書は多く存在
する。
　しかしながら，自治法の内部統制制度の趣
旨は，第 31 次地方制度調査会答申に依拠す
るなら「住民の監視機能」に資することであ
り，さらに 2014 内部統制の導入に関する報
告書によるなら「住民を含め，外部の目にさ
らす」ことにあるため，内部統制の有効性の
評価のみを記載した簡易な内部統制評価報告
書の公表であっては，そもそも自治法の趣旨
から外れていると解釈できるであろう。
　単なる内部統制の有効性の評価だけでな
く，自治体内で発生した内部統制上の問題な
ども，積極的に外部に明らかにする姿勢が求
められると考える。

4-2．�内部統制評価報告書に記載された違
法・不当な財務会計行為

　自治体の住民は，自治体に違法・不当な財
務会計行為があると認めるとき，監査委員に
対して自治体が被った損害を補塡するために
必要な措置を講ずべきことを請求することが
できる（自治法 242 条）。
　ところで，内部統制評価報告書に記載され
た違法・不当な財務会計行為を端緒として，
自治法所定の住民監査請求が可能かどうかで
あるが，これに反する規定はないため，当然
に可能と解釈できる。
　問題は，内部統制評価報告書にどの程度の
内容（情報量）が記載されているかというこ
とに尽きるが，前述の通り，住民への監視機
能に資するという目的に沿うなら，当該年度
に明らかになった内部統制の重大な不備等の
詳細が明らかにされるべきであろう。
　ここであえて重大な不備等（以降では，重
大な不備とする）としたのは，殊更に，重大
な不備を狭小にとらえることで，内部統制評
価報告書に記載する情報量が減少することが

あっては，そもそも自治法の趣旨には合致し
ない。各自治体にあっては，住民に対する適
切な説明責任を果たすうえでも，重大な不備
を中心としつつとはなろうが，重要性が高い
と思われる内部統制上の不備はできる限り明
らかにすべきであろう。
　次に，過年度の重大な不備が，もしも当年
度に明らかになった場合の事務も，各自治体
で定まっておらず，現時点ではバラバラであ
る。他方，内部統制ガイドラインによると次
のような指針を示している 16）。
・�「長は，過年度の内部統制評価報告書に記

載すべき重大な不備に相当する不適切な事
項を把握した場合には，その状況に応じて
適時に，監査委員及び議会に説明するとと
もに住民に公表することが考えられる。ま
た，翌年度の議会に提出される当年度の内
部統制評価報告書において，把握した過年
度の重大な不備の内容及び原因，是正まで
の間に当該重大な不備により生じた影響，
講じた是正措置の内容，並びに是正を行っ
た後の内部統制の状況等を記載する」

　これに沿う形で，例えば，千葉県では，「過
年度の不備の把握：ガイドラインの改定を踏
まえ，令和 6年度からは，評価対象期間中に
判明した過年度の不適切な事項（監査，会計
検査の指摘等を含む）を，当該年度の「不備
あり」として整理することとしました」17）と
しており，発見した年度（当年度）において，
当該年度（過年度）の不備があったことを公
表する事務に変更したことを明らかにしてい
る。
　翻って，内部統制評価報告書で示される内
部統制の重大な不備と，住民監査請求が可能
となる違法・不当な財務会行為の整理が必要
となろう。
　まずは，自治法 150 条所定の内部統制制
度については，「財務の事務」は必ず対象と
されることになっている。果たして，ここで
の「財務の事務」とは何を指すのか，自治法
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では「財務の事務」という用語そのものを定
義づけてはいないものの，自治法第 9 章財務

（208 条～ 243 条の 5）では，以下の各項目
について規定している。

〈第 9 章　財務〉
第 1 節　�会計年度及び会計の区分 

（208 ～ 209 条）
第 2 節　予算（210 ～ 222 条）
第 3 節　収入（223 ～ 231 条の 4）
第 4 節　支出（232 ～ 232 条の 6）
第 5 節　決算（233・233 の 2 条）
第 6 節　契約（234 ～ 234 条の 3）
第 7 節　�現金及び有価証券 

（235 ～ 235 条の 5）
第 8 節　時効（236 条）
第 9 節　財産（237 ～ 241 条）

第 1 款　公有財産
第 2 款　物品
第 3 款　債権
第 4 款　基金

第 10 節　�住民による監査請求及び 
訴訟（242 ～ 242 条の 3）

第 11 節　雑則（243 条・243 条の 5）

　自治法第 9 章で規定する「財務」が上記で
示す内容である以上，自治法 150 条所定の

「財務の事務」は上記の各見出しが該当する
と考えるのが穏当な解釈となろう。
　そうなると，第 1 節から第 9 節に示すよ
うな財務の事務の適正性を確保すべく，自治
法 150 条が適用されることとなり，また，
それら事務について違法・不当な財務会計行
為があった場合には，第 10 節にある住民監
査請求および住民訴訟が可能になるといった
具合に，自治法第 9 章の解釈を中心に内部統
制制度と住民監査請求の隣接点を探ることが
できそうである。
　この点で，冒頭の問いに戻ることになる
が，内部統制評価報告書に記載された違法・

不当な財務会計行為を端緒として，自治法所
定の住民監査請求が可能かどうかについて，
より本稿の趣旨に引き寄せるなら，内部統制
評価報告書に記載された重大な不備につい
て，それが自治法 242 条所定の住民監査請
求制度で規定する違法・不当な財務会計行為
に該当するのであれば，当然に監査請求を提
起できるとの判断に至ることになる。

5．大川原社事件および住民監査請求

　大川原社事件では，大川原社が製造する製
品の輸出に関して外為法違反があったという
嫌疑により，役員が長期にわたり拘束された
ものの（その間に役員の一人が病死），裁判
に至る前の第 1 回公判期日直前に，東京地方
検察庁（以下，東京地検）は突然公訴を取り
消し，本件刑事事件は公訴棄却決定によって
終結するという異例の経過をたどった。裁判
が開始する前に，もはや公判を維持できない
と判断したわけであり，そもそも違法捜査で
あった可能性がうかがえる。
　大川原社事件は，我が国の刑事司法制度の
問題点と公権力の暗部を明らかにした事件で
あると同時に，住民監査請求を通じた自治体
ガバナンスの可能性も明らかにしたという点
で，今後の自治体における内部統制，そして
監査委員監査に対しても示唆のある事件と考
える。
　ところで，事件の詳細はここでは割愛する
ものの，例えば，1983 年に発生した免田事
件（1983 年無罪確定）や 1966 年に発生し
た袴田事件（2024 年無罪確定）など，冤罪
事件は，戦後あるいは高度経済成長期など，
昭和の混乱期に発生した刑事司法制度の汚点
と捉えられることが多いが，実際のところ，
平成・令和の時代にあっても決してなくなっ
てはいない 18）。
　比較的最近あった耳目を集める事件として
は，例えば，2009 年当時，厚生労働省局長
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であった村木厚子氏が，障害者団体向けの郵
便料金割引制度を悪用し，虚偽の証明書作成
に関与したとして逮捕・起訴される冤罪事件
があった。本事件では，村木氏は，一貫して
無罪を主張し，2010 年 9 月に大阪地裁で無
罪判決が確定している。
　被害者の弁護を趣旨とする日本弁護士会連
合会（以下，日弁連）は，村木氏の事件に強
い問題意識を持つと同時に，このような前近
代的な刑事司法制度に警鐘を鳴らすという意
味も含めて，「郵便不正・厚生労働省元局長
事件（村木事件）」19）と題する報告書を取り
纏め公表した。
　まさに村木氏の事件と同じ趣旨で，大川原
社事件についても，日弁連は何が問題であっ
たのかの詳細を検証する目的で，2025 年 12
月 9 日，「大川原化工機事件の刑事手続に関
する検討報告書」（以下，大川原社事件報告
書）20）を公表している。

5-1．大川原社事件報告書（日弁連）
　2013 年 10 月，経済産業省（以下，経産省）
は貨物等省令 21）を改正した。これにより一
定の要件を満たす噴霧乾燥器 22）は兵器転用
の可能性があるとされたため，今後，これに
該当する可能性のある製品を輸出する際には
経産省の許可が必要になった。
　ところで，本事件における大川原社は噴霧
乾燥器メーカーのリーディングカンパニーと
して，貨物等省令の改正にあたり経産省にも
協力を行ってきたという経緯も確認されてい
る。大川原社事件報告書によると，事件の経
緯の時系列は以下の通りとなっている。

〈警視庁公安部による捜査の開始〉
・�2016 年 6 月 2 日：大河原社は汎用機であ

る噴霧乾燥器（RL-5）を輸出。
・�2017 年 5 月ころ：警視庁公安部は経産省

の許可を得ずに噴霧乾燥器を輸出した被疑
事実で捜査を開始。

・�2018 年 2 月 21 日：大川原社は汎用機であ
る噴霧乾燥器（L-8i）を輸出。

・�2018 年 10 月 3 日：警視庁公安部は RL-5
の輸出に関し，大川原社および代表取締役
の自宅らに対して捜索・差押えを実施。

・�2019 年 8 月 8 日：警視庁公安部は L-8i の
輸出に関し，再度捜索差押を実施。
その後，役員の逮捕，勾留，起訴（その間，
勾留中の役員の病死）。

〈公訴取消申立て〉
・�2021 年 7 月 30 日，検察官は証拠開示公訴

の取消しを申し立てた。裁判所は公訴棄却
の決定を出して裁判は終結。

〈国家賠償請求の提起〉
・�2021 年 9 月 8 日，大川原社は，国および

東京都に対して合計 5 億 6,527 万円余りの
損害賠償を求めて国家賠償請求を提起。

・�2023 年 12 月 27 日，東京地裁は，被告国
と東京都に対して約 1 億 6,200 万円の支払
いを命じる判決（双方，控訴）。

・�2025 年 5 月 28 日，東京高裁は，国と東京
都に対して約 1 億 6,600 万円の支払いを命
じる判決（東京都の負担分 9,500 万円）。

・�2025 年 6 月 11 日，国と東京都は上告を断
念し，本判決は確定。

　大川原社事件は，以上の経過をたどり刑事
事件としての冤罪事件そのものは終結したこ
とになる。一連の極めてずさんな刑事司法の
在り方について，同報告書の「おわりに」で
は以下のような課題が示されている。
・�「大川原社事件は，警察による事件の “捏

造” に始まり，検察による警察の追従，さ
らには裁判所による身体拘束判断における
これらの黙認という，現代の刑事司法が抱
える問題点が凝縮した事件である。二度と
このような事件を起こさないことは，立場
を超えて，刑事司法に携わる全ての者に
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とって課された課題である」
　上記の示す内容はたしかにその通りであ
り，本事件では，警察の捏造，検察の追従，
裁判所の黙認という 3 重の過失があったもの
と推定できる。
　公序良俗ないし社会の秩序を守るという趣
旨において，国民および住民が大きな信頼を
寄せるべき警察，検察，裁判所に対して，逆
に不信感の方が高まった事件ということがで
きよう 23）。
　他方で，若干でも，国民および住民の信頼
を取り戻すきっかけになったのが，大川原社
事件に関連した住民監査請求に対する東京都
監査委員の判断であった。次節では，大川原
社事件について，監査委員がどのような判断
を行ったのかについて検討を加える。

5-2．�大川原社事件に関連した住民監査請求
　刑事事件としての大川原社事件は，上記の
通り無罪が確定したが，大川原社が提起した
国家賠償請求について，ここでは東京都が支
払った 9,500 万円については都が被った損害
にあたるため，違法捜査を行った警察官 3 名
に対して，東京都は求償権を行使すべきであ
るのにも関わらず同権利を行使しないことは

「怠る事実」にあたるとして，住民である大
川原社が東京都監査委員に対して求償権の行
使の勧告を求めたのが本件監査請求である。
　なお，本件監査請求の内容は，東京都監査
事務局 HP にて当該顛末を詳細に示している
ため，本稿では同内容を引用しつつ同内容を
検討する 24）。

（1）東京都監査委員の対応
①�　2025 年 11 月 17 日：大川原社による

住民監査請求の提起
〈表題〉
・�「判決確定に伴う賠償金支出について捜

査員に対する求償権の行使を求める住民
監査請求」

〈要旨〉
・�「東京都が，国家賠償請求訴訟判決に伴

う賠償金支出について，違法捜査を行っ
た捜査員に対して求償権を有するにもか
かわらず必要な措置を講じないことは，
怠る事実に当たるため，当該捜査員に対
し求償権を行使することを求める」

②�　2026 年 1 月 16 日：監査委員による監
査結果の通知

〈結論〉
・�請求には理由がある。いわゆる認容。
・�「請求人が本件請求において対象とする

警視，警部及び警部補は，本件捜査につ
いて，故意又は重過失があったと認めら
れ，その限りで本件請求には理由がある
から，自治法 242 条 5 項に基づき，次
に掲げる措置を講じることを勧告する」

・�「監査対象局は，令和 8 年 4 月 15 日ま
でに，本件高裁判決が確定したことによ
り都が支払った賠償金について，警視，
警部及び警部補に対し，必要な検討を
行った上で，求償権を行使すること」

（2）警視庁の対応
　東京都監査委員による勧告があったため，
警視庁には，自治法 242 条 9 項に従い，同
勧告に従うか，あるいは従わない場合にはそ
の理由を公表することが義務付けられた。
　本件では，2026 年 1 月 16 日に行われた監
査委員による勧告に対して，2026年2月3日，
警視総監名で，求償権の行使を実施した旨の
回答が監査委員に対してなされている。
　以下は，警視総監から監査委員に対する回
答書を原文に忠実に記載する 25）。
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（3）本件監査請求から得られる示唆
　住民監査請求の趣旨は，住民訴訟に至る前
段階で，本来，自治体内で解決すべきことは
内部で処理すべきとするものである 26）。
　たしかにこの考えを体現すべく，自治法
242 条の 2 では，住民訴訟を提起するにあた
り，その前置手続きとして住民監査請求を
行っておくべきこと，すなわち住民監査請求
前置主義の規定がおかれている。このこと
は，まさに上記した通り，煩雑な裁判手続き
に至る前に，まずは，自治体で処理できるこ
とは処理すべきという法理念である。
　何よりも住民監査請求が住民訴訟よりも優
れている点は，住民たった一人でも監査請求
が可能であるというその機動性もさることな
がら，住民訴訟はその対象が違法行為に限定
されているのに対して，住民監査請求はそれ
に加えて「不当な財務会計行為」も射程に入

れていることにある。すなわち，決して違法
ではないものの，明らかに不当な財務会計行
為を差し止める，損害を回収する等，住民訴
訟よりもその対象範囲が広くなっている。
　自治法が住民主権を標榜する以上，住民監
査請求の対象範囲が住民訴訟の対象範囲より
も広いということは，住民にとって，住民監
査請求の方がより便宜といえよう。
　そして，本件監査請求に戻すなら，まさに
住民主権の趣旨の通り，住民主導で的確で機
動的なガバナンス機能が発揮された好事例と
いうことができよう。
　本件監査請求は大きく次の 2 点から高く評
価することができる。
　1 点目だが，本件監査請求はそもそも警視
庁捜査員の違法捜査による冤罪事件に端を発
した事案である。おそらくこれまで多くの自
治体で見られた住民監査請求事案を概観する

令和 8年 2月 3日
東京都監査委員殿

警視総監（公印省略）

「判決確定に伴う賠償金支出について捜査員に対する求償権の行使を求める住民監
査請求監査結果」の勧告に基づき講じた措置について令和 8年 1月 16日付 7監総
第 705号により勧告のあった標記のことについて，地方自治法第 242条第 9項の 
規定に基づき必要な措置を講じたので，下記のとおり通知します。

記
1　対応の内容令和 8年 1月 31日及び同年 2月 1日，該当職員（元職員を含む）に
対する求償権を行使した。
2　該当職員及び求償額該当職員の表記については「判決確定に伴う賠償金支出に
ついて捜査員に対する求償権の行使を求める住民監査請求監査結果」の例による。
⑴　F警視　250万円
⑵　G警部　250万円
⑶　H警部補　28万円

以　上
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なら，本件監査請求の対象はそもそも違法・
不当な財務会計行為ではないとして却下され
ていた可能性は高いと推察する。
　すなわち，違法捜査は非財務会計行為であ
り，そもそも財務会計行為ではないとして，
住民監査請求の要件審査の段階ではじかれる
可能性は十分にあったと思われる。他方，本
件では，違法捜査の結果として支払った賠償
金自体は正当な手続きに従った適正な支出で
あるため，そこに違法があったとするのでは
なく，当該賠償金の支払いは所与としつつ，
当該賠償金の支払いの原因となった真の加害
者（違法な捜査を行った捜査員）に求償権を
行使すべきであるのにも関わらず行使しない
ことが違法であるとして，これが違法・不当
な財務会計行為であるとしている点がポイン
トになる。
　当然ながらここでの監査請求ロジックは住
民自身が提示したロジックではあるものの，
その一方で，住民の請求趣旨を認容したとい
う点において，監査委員の判断は的確であっ
たと考える。
　2 点目として，本件監査請求は，2025 年
11 月 17 日に提起されたものであるが，監査
結果は，2026 年 1 月 16 日に通知されている
ため，監査請求から約 2 か月の後，住民の請
求趣旨の通りに監査委員が勧告を行ったこと
になる。
　そして，2026 年 2 月 3 日，監査委員によ
る勧告の約 2 週間後には，同勧告を受けて，
警視庁は警視総監の名前の下で，違法捜査を
行った 3 名に求償権行使を実施している。
　すなわち，住民監査請求の提起から，実際
の求償権の行使まで 3 か月も経過していない
ことになる。もしもこれが住民訴訟という裁
判の場であったならば，とても 3 か月程度で
終結することはなく，場合によっては，何年
もの歳月が費やされた可能性も否定できな
い。また費やされる年月だけでなく，原告に
は，裁判を維持するうえで，多大な金銭的負

担が発生した可能性も予想に難くない。
　そうなると，主権者である住民の立場から
すると，住民監査請求の有効性の確保は，そ
のまま自治体ガバナンスの適正性の確保に直
結する処方箋ともなりうる。住民監査請求が
自治体ガバナンスに寄与するのであれば，時
間コストや金銭的コストの軽減という効率性
の点からも，内部統制の有効性の観点からも
望ましいものと考える。

6．�内部統制評価報告書に求められる機能と
住民監査請求

　内部統制評価報告書に求められる機能とし
て，情報提供機能が強く求められることはこ
れまでの考察から明らかになったといえよう。
　内部統制評価報告書において，単に年度末

（3 月 31 日）における内部統制の有効性の評
価を，「有効と評価した」「一部有効でない部
分はあるがそれ以外は有効と評価した」「×
×があったため有効ではないと評価した」な
どといった具合に，結果だけの説明であって
は住民の監視機能に資する報告書とはいえな
い。
　自治体にある内部統制の不備をどの程度ま
で明らかにするかについて，現時点での各自
治体の事務はあまりにもバラバラであり統一
性は図られていない。
　しかしながら，各年度において，どのよう
な内部統制上の不備があり，どのように対応
したのか，あるいは年度末にどの不備が是正
されることなく残ることとなったのか，制度
趣旨に立ち返るならば，できるだけ詳細な説
明が必要になるとの解釈に至るべきである。
　自治法および内部統制ガイドラインにも詳
細な説明がないため，自ずと裁量の範囲とは
なるが，各自治体においては，内部統制評価
報告書のグレードアップを図り，当自治体は
他自治体よりもいかに説明責任の点で優れて
いるかに力点をおいて実務を進めるべきであ
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る。
　大川原社事件における住民監査請求は，
2025 年度に発生して，年度末には終結して
いるため，本件監査請求の結果は，東京都の
内部統制評価報告書には記載しないという実
務もありうるだろう。他方で，例年，非常に
情報量の多い内部統制評価報告書を公表して
いる自治体においては，本件監査請求のよう
な内容は当然に記載される事案といえる。
　内部統制上の不備の詳細を記載する事務が
正しいのか，記載しない事務が正しいのか
は，法令上も明確な規定はないものの，住民
の立場からは，詳細な情報があったほうが
様々な意思決定に役立つことに間違いはない
であろう。
　翻って，大川原社事件における住民監査請
求においては，自治体において求償権を行使
すべきであるのにも関わらず，同行使をしな
いことが違法・不当な財務会計行為であった
とされているため，これ自体は内部統制上の
不備であったと解釈できるであろう。
　すなわち，もしも住民監査請求がなかった
ならば求償権の行使は行われなかった可能性
が高く，その場合には，F 警視 250 万円，G
警部 250 万円，H 警部補 28 万円についての
回収はできなかった可能性が高い。
　次に，仮定のケースとはなるが，これが
2025 年度末付近において住民監査請求が提
起され，2025 年度 3 月末の時点で，すでに
監査委員が勧告を行ったものの，まだ警視庁
から警視総監名での求償権の行使がなされて
いないというケースでは，おそらく年度末に
違法・不当な財務会計行為が残っているとい
うことで，年度末の内部統制の評価は「一部
有効でない」等の評価結果が示される可能性
は高いと思われる。
　そうなると，年度内に解消された内部統制
の不備は一切公表されず，たまたま，年度末
に残っている不備は公表されるという実務
は，とりわけ，自治体の内部統制の公表とい

う局面において公平性を欠くと考える。年度
内に発生した，あくまでも重要性の高い内部
統制上の不備は，原則的に公表するという実
務に向かうべきである。
　次に，過年度の内部統制の重大な不備が当
年度に発見された場合の実務について検討す
る。前述の通り，4-1 内部統制評価報告書の
現状と課題でも若干の検討を加えたが，都道
府県，政令指定都市，努力義務団体（他市町
村）の内部統制評価報告書について，情報量
という点で比較すると，以下のようになる。

努力義務団体＞政令指定都市＞都道府県

　繰り返しとなるが，とりわけ努力義務団体
は，内部統制制度の適用がないのにも関わら
ず，自ら進んで内部統制制度を取り入れた自
治体であるため，首長主導での強いリーダー
シップの下で，内部統制実務が進められてい
るものと拝察する。そのような自治体の内部
統制評価報告書は「有効であると評価した」

「一部有効でないと判断した」などの定型的
なフォーマットの報告書では決して終わらな
い，非常に情報量の多い有用な報告書になっ
ている。
　ところで，都道府県であれ，政令指定都市
であれ，あるいは努力義務団体であれ，情報
量の多い内部統制評価報告書には，過年度に
おける内部統制の重大な不備が記載される実
務も多く見られる。もしも過年度の不備が発
見された場合で，さらに当該内容がまさに大
川原社事件のようなケースであった場合に
は，当該事実が明らかになった時点で住民監
査請求の対象になる可能性がある。なぜな
ら，不法行為に関連する「怠る事実」という
ケースに限定するが，もしも過年度において
不法行為による損害が発生した場合で，当該
損害を回収すべきであるのにも関わらずそれ
を「怠る事実」がある場合には，当該違法・
不当な財務会計行為に関しては，住民監査請
求の時効制限は及ばないとの解釈が最高裁判
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決で示されているためである。以下に同裁判
例を概観する。

〈最判平成 14・7・2 民集 56 巻 6 号 1049 頁〉27）

　本件は，富山県の住民 X らが，平成 3 年
5 月 21 日と同 5 年 6 月 30 日に，県と Y（請
負業者）らとの間で締結された水道管理所の
監視制御装置更新工事の請負契約は，Y らが
談合し落札したものであり，県はこれにより
損害を被ったから，Y らに対して不法行為等
による損害賠償請求権を有しているにも関わ
らず，その行使を怠っているとして，県に代
位して「怠る事実」に係る相手方である Y
らに対して損害賠償を請求した住民訴訟であ
る。
　同訴訟に先立ち，X らは，平成 7 年 11 月
27 日，県の地方公営企業の管理者は，損害
賠償請求権を行使して県の被った損害を補て
んする措置を講ずべきであるのに，これを
怠っているとして，措置を講ずべきことを勧
告することを求める監査請求を提起したが，
監査委員は，平成 8 年 1 月 23 日，同監査請
求を却下した。
　第 1 審および原審は，本件監査請求は，財
務会計上の行為である本件各契約締結の日か
ら自治法が定める 1 年の監査請求期間を徒過
した後にされたものである等の理由を示した
上で，X らの請求を棄却した 28）。
　これに対して，最高裁は，次の理由を示し
た上で原審判決を破棄し地裁に差し戻した。
「上記の対象事項のうち怠る事実については
このような期間制限は規定されておらず，住
民は怠る事実が現に存する限りいつでも監査
請求できるものと解される。これは，本件規
定が，継続的行為について，それが存続する
限りは監査請求期間を制限しないこととして
いるのと同様に，怠る事実が存在する限りは
これを制限しないこととするものと解される」

　上記の裁判例の解釈を利用しつつ，再度，

内部統制評価報告書と住民監査請求の隣接点
を探るなら，例えば，内部統制評価報告書に
おいて，内部統制上の重大な不備が示されて
おり，当該内容が違法・不当な財務会計行為
に該当するのであれば住民監査請求の対象と
なるであろう。
　次に，もしも過年度において発生した不法
行為を原因とする損害が確認され，当該損害
を回収すべきであるのにも関わらず，これを
怠る事実がある場合には，監査請求期間の制
限は及ばず，いつでも監査請求が可能との解
釈ができる（もちろん，自治法 242 条 2 項
所定の通り，当該事実を知ってから合理的期
間内に監査請求が必要という点は変わらな
い）。
　ところで，筆者がこれまで 5 回に渡って見
てきた内部統制評価報告書の公表実務の現場
では，特にコロナ禍の混乱期を経過した後に
おいて，次のような内容の記載が散見された。
　特定の自治体を示すことは避けるため，仮
定の話として進めるが，例えば，2026 年度
に公表する，2025 年度の内部統制評価報告
書において以下の記載があった場合だが，ど
のような判断が可能か検討を加える。
「当市は，2022年度，新型コロナウイルス
感染症を予防する観点から，当市の要請に
従って休業に応じた飲食店に対して市独自の
臨時休業補償金の支払いを実施した。2025
年度になり，2022年に実施した臨時休業補
償金につき，実際には飲食店の休業の実態が
ないのにも関わらず，不正な請求により，市
に 5,000万円の損害が発生していたことが明
らかになった」
　仮定の話とはしたが，上記のような記載
は，内部統制評価報告書の公表実務として実
際に見られる記載例である。これまでの考察
により，上記で例示した 5,000 万円の損害は
不法行為によりもたらされた損害であるた
め，すでに発覚した時点で 3 年が経過してい
るものの，当該損害を回収すべきであるのに
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も関わらずに回収を怠る事実があるのであれ
ば，住民監査請求の対象になると解釈できる
であろう。
　このような住民の監視機能が有効に機能す
るためには，何はさておき，内部統制評価報
告書において，詳細な事実が明らかにされて
いることが必須要件になる。また，内部統制
評価報告書においては，報告年度の内部統制
上の重大な不備だけでなく，上記で例示した
ように，過年度の内部統制上の不備について
も明らかにすることが求められると解すべき
であろう。
　これにより，例えば，自治体が被った損害
の回収が可能となるなど，自治体における適
正な行政の運営が可能になると考えるためで
ある。

7．おわりに

　本稿は，自治法で導入された内部統制制度
により作成されることとなった内部統制評価
報告書の記載事項と住民監査請求制度の隣接
点を探ることを企図した研究である。
　内部統制評価報告書は，金商法の内部統制
報告書を参考にしたものといえるが，そもそ
も自治法の趣旨としては，住民や議会の監視
機能に資することを目的としているため，金
商法における同報告書の記載はほとんど参考
にならない。
　現在の内部統制評価報告書の記載内容は，
自治体であまりにもバラバラであり，中に

は，金商法の内部統制報告書のように，年度
末に内部統制を評価した結果だけを「年度末
における内部統制は有効であると判断した」
と記載するなど，情報の有用性がない報告書
を公表する実務も目につく。
　他方で，数 10 ページにわたり，自治体で
発生した内部統制上の重大な不備を明らかに
している自治体も多くある。主権者である住
民の監視機能に役立つ内容であるためには，
情報量は多くなければならない。今後の，内
部統制報告実務においては，充実した情報量
の確保が求められるものと考える。
　次に，金商法所定の内部統制実務で示され
た「11 の誤解」にも記載の通り，内部統制
に不備があることが問題であるのではなく，
虚偽の記載があることが問題であるとする内
容は参考にすべきであろう。
　ここでの虚偽記載は，敷衍するなら，必要
なことを記載しないこと，すなわち重要な内
部統制上の不備の「意図的な不記載」も含ん
でいると解すべきであろう。
　自治体が作成する内部統制評価報告書にお
いては，様々な内部統制上の課題が明らかに
され，それらが可視化されることで透明性の
高い行政事務の運営が可能になると考える。
　また，そこで明らかにされた内部統制上の
不備について，特に当該内容が違法・不当な
財務会計行為に該当する場合には，住民監査
請求の対象になるということになれば極めて
便宜であり，自治体の適正化に資することに
なると考える。

（注）
1）	 大阪地判平成 12・9・20 判タ 1047 号 86 頁。
2）	 神戸地裁平成 14 年 4 月 5 日商事法務 1626 号 52

頁。
3）	 他にも，三菱商事株主代表訴訟事件（東京地判

平成 16・5・20 判時 1871 号 125 頁），雪印食品
株主代表訴訟事件（東京地判平成 17・2・10 判

時 1887 号 135 頁），ダスキン株主代表訴訟事件
（大阪高判平成 18・6・9 判時 1979 号 115 頁），
ヤクルト本社株主代表訴訟事件（東京高判平成
20・5・21 判タ 1281 号 274 頁）なども商法改正
に影響を与えた裁判例といえる。いずれの裁判
でも内部統制の必要性について判示している。

4）	 なお，自治法では「重大な不備」という用語を
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使用する。
5）	 戦後の混乱期から現在に至るまでの不適正経理

の実態については以下が詳しい。清水雅典「国
及び地方自治体における不適正経理と再発防止
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（Abstract）
This paper investigates an overview of current internal control practices in local govern-

ments by examining the actual practices surrounding the publication of internal control 
evaluation reports. It also explores the connection between the contents of these reports and 
residents’ audit requests. The study revealed that if a report details actions constituting ille-
gal or improper financial accounting act that result in financial loss to the local government, 
such matters can indeed serve as grounds for residents’ audit requests. To illustrate these 
points, this study used the wrongful accusation case involving Okawara Kakoki Co., Ltd..
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